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1 有料広告事業の実施
現在広報紙やホームページ等に企業広告を掲載してい
るが，更なる自主財源の確保を目指して，広報媒体の
拡大を図る。

23 継続
総 務 課
企 画 調 整 課
関 係 各 課

2 公有財産の処分
公共事業で利用する土地以外については，引き続き公
売や隣接者への払下げを推進する。

22 継続 財 政 課

3
金融機関と提携した市税等の口
座振替制度の利用促進

市内の金融機関と提携して，市税及び国保税等の口座
振替制度の利用を促進し，一層の収納率の向上に取り
組み，自主財源を確保する。

22 継続 税 務 課

4
未収金の縮減による市税等の収
納確保の向上

経済状況が厳しい中で，目標を設定しながら，現年分
の確実な収納と過年度分未収金の縮減を図る。

22 新規 税 務 課

5 家屋の全棟調査の実施
自主財源の確保及び課税家屋との公平性の観点から，
未調査・増築の課税漏れがある家屋を調査し，家屋の
滅失漏れの解消や土地の地目変更の適正化を図る。

22 継続 税 務 課

6 各種未収金の解消
各種未収金の解消対策として，徴収体制等を整備し，
引き続きその解消に努め，自主財源の確保と市民負担
の公平性を確保する。

22 継続 関 係 各 課

7 ふるさと応援寄附の推進
平成20年度から開始された「ふるさと応援寄附」は，
市の財源確保策として有効な制度であるので，様々な
機会や媒体を通じて推進を図る。

22 新規 企 画 調 整 課
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１　財政健全化の推進
　
　直面する課題や多様な市民ニーズに的確に対応しつつ，第２次プランに基づく更に踏み込んだ歳入・歳出両面に
わたる徹底した見直しを進め，早期に健全な財政基盤を確立し，今後とも持続可能な財政構造への転換を図ってい
く。

２　市民協働の推進
　
　市民と行政との相互理解と適切な役割分担に基づく協力体制を構築し，それぞれの分野で市民の経験や知恵・能
力などを活用しながら，市民協働を推進する。

 ３　　事務事業等の見直し

      複雑・多様化する住民ニーズや，地方分権の進展に伴う新たな行政課題に，限られた資源を有効に活用して的確
に対応していくため，計画（Ｐｌａｎ）－実施（Ｄｏ）－評価（Ｃｈｅｃｋ）－見直し（Ａｃｔｉｏｎ）の［ＰＤＣ
Ａ］サイクルを定着させて，事務事業等の再編・整理等に取り組む。

①自主財源の確保

　市税を中心とする各種の収納については，それぞれの収納の数値目標を設定するとともに，口座振替制度の
利用推進等を図り，一層の収納の向上に取り組んで自主財源を確保する。
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8
農地・農業用施設災害復旧事業
に係る受益者負担割合の見直し

農地災害について,受益者の負担割合を見直し，受益
者負担の適正化を図る。

22 継続 農 政 課

9 生涯学習講座受講料の見直し
他市等の状況を勘案し，受益者負担としての講師謝金
に占める受講生の自己負担率を見直す。

22 継続 生 涯 学 習 課

10 風の芸術展観覧料の見直し
風の芸術展については，全国的にも質の高い展覧会で
あり，観覧料を見直すことで収入増を図る。

22 新規 文 化 課

11
食の自立支援事業受益者負担の
見直し

利用者負担部分である食材料費と調理費相当分の１食
当たりの単価の推移を考慮した上で，受益者負担を見
直す。

23 新規 福 祉 課

12 選挙における執行経費の見直し
選挙における投票事務や開票事務の効率化・迅速化を
図り，開票事務従事者の減員や開票時間を短縮するな
ど執行経費の節減を図る。

22 継続
選挙管理委員
会 事 務 局

13
就学援助申請に伴う事務事業の
見直し

就学援助申請の関連書類を一元化し，学校での集約様
式をデータ提出に移行する。

22 新規 学 校 教 育 課

14
ふるさと環境浄化プロジェクト
の開催方式の見直し

ふるさと教育の一環である「ふるさと環境浄化プロ
ジェクト」を小・中一貫教育と結びつけ，小5.6と中1
の合同で実施し，協力ボランティアの負担軽減と校種
を超えた児童生徒，教員の交流促進を図る。

22 新規 学 校 教 育 課

15 風の芸術展開催方法の見直し

風の芸術展の開催経費の中で，これまで本市が全額負
担していた作品の搬入・返還に係る輸送費の出品者負
担への切替えや，賞金額や授賞方式の見直し，大賞，
準大賞受賞立体作品の実物大作品の制作中止で大幅な
経費削減を図る。

22 新規 文 化 課

16 市役所業務マニュアルの作成
業務マニュアルを作成することで，担当者不在時の対
応や，人事異動時の業務引継ぎの補完等業務の効率化
を図る。

23 新規
総 務 課
関 係 各 課

17 滞納処分方法の多様化
現在の差し押さえ方法だけでは対応できない事例に対
して，タイヤロック等滞納処分方法の多様化を図る。

23 新規 税 務 課

18 各課の業務案内を作成
市民が市役所の業務内容を理解することで，市役所を
利用しやすいように，各課の業務を分かりやすく紹介
した業務案内を作成する。

23 新規 関 係 各 課

②受益者負担の見直し
　
　使用料・手数料等の受益者負担について，サービスに要するコストの縮減に努めながら，サービスに応じた
適正な水準での負担額の設定や見直しを行う。

③事務事業等の再編・整理等

　事務事業全般にわたって，行政と市民の役割分担の在り方，受益と負担の公平確保・費用対効果など，幅広
い角度から精査し，事務事業の選択と重点化を図るとともに，事務事業の再編や整理等を進め，経費の節減と
効率化を推進する。
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19 窓口の低カウンター化
窓口で高齢者や子供連れの方々が，座ったままで利用
できるように，窓口の低カウンター化を推進する。

23 新規 関 係 各 課

20 待合スペースの環境整備
職員や市民に程度の良い中古家具や雑誌等の提供を呼
び掛け，待合スペースの環境整備を図る。

23 新規 関 係 各 課

21 市有資材の有効活用
建設課所有のU字溝や蓋版等の中古資材等について，
公民館等の公共利用に提供することで有効活用を図
る。

22 新規 建 設 課

22
繁忙期における相互応援体制の
構築

繁忙期に課を超えて臨機応変に相互応援できる組織体
制の構築を図る。

23 新規 関 係 各 課

23
繁忙期における窓口サービス業
務の見直し

繁忙期における窓口案内の改善に取り組み，窓口サー
ビス業務の見直しを図る。

23 新規 関 係 各 課

24
物品・リース・役務等の指名願
い受付担当部署の設置，規則の
整備

入札の指名業者選定に当たり，業者の把握を容易にし
て入札業務の事故を防止するために，物品・リース・
役務等に対する指名願受付担当課を決め，規則の整備
を行う。

23 新規 関 係 各 課

25 賃金の見直し
臨時職員の賃金等見直しを行い，全庁的に賃金を節減
する。

22 継続 関 係 各 課

26 報償費の節減
各講師謝礼等の見直しなど，全庁的に報償費を節減す
る。

22 継続 関 係 各 課

27 旅費の節減
出張の参加人員の見直し等を行い，全庁的に旅費を節
減する。

22 継続 関 係 各 課

28 旅費の支給見直し
現在，薩摩半島地域の日帰り出張については日当を廃
止しているが，県内出張時の日当を廃止し，旅費雑費
の支給に変更する。

25 継続 総 務 課

29 維持修繕費等の節減 全庁的に維持修繕費等の節減に努める。 22 継続 関 係 各 課

30 光熱水費の節減 節電等に努め，全庁的に光熱水費を節減する。 22 継続 関 係 各 課

31 消耗品費の節減
文書ファイル等の消耗品のリサイクルを推進するな
ど，全庁的に消耗品費を節減する。

22 継続 関 係 各 課

④経常経費の見直し

　光熱水費，消耗品費，印刷製本費，旅費などの経常的な内部管理経費等について，執行方法の効率化など創
意と工夫によって，徹底した経費節減を行う。
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32
会議出席負担金の支給廃止等に
よる食糧費の節減

会議出席に係る負担金（食糧費）の支給を廃止するな
ど，全庁的に食糧費を節減する。

22 継続
総 務 課
関 係 各 課

33 印刷製本費の節減
印刷部数や外注印刷の見直しなど，全庁的に印刷製本
費を節減する。

22 継続 関 係 各 課

34 燃料費の節減 全庁的に燃料費を節減する。 22 継続 関 係 各 課

35 役務費の節減
通信運搬費の節減や各保険の統合など，全庁的に役務
費を節減する。

22 継続 関 係 各 課

36 使用料及び賃借料の節減
電子計算組織等の再リースや複写機の契約方法の見直
しなど，全庁的に使用料及び賃借料を節減する。

22 継続 関 係 各 課

37 備品購入費の節減 全庁的に備品購入費を節減する。 22 継続 関 係 各 課

38 積算システムの回線見直し

現在使用中の積算システムは，電話回線により常時
データ更新等を行っているが，CDやインターネット回
線によるデータ更新に切り替え，通信運搬費を節減す
る。

22 新規
建 設 課

農 政 課

39 森林国営保険の保険料見直し
市有林内における自然災害時等の損失補てんは，付保
率30％でも再造林が可能なため，保険の付保率を
100％から30％に下げて保険料の負担軽減を図る。

23 新規 農 政 課

40 就学時健康診断の集約化

児童数が減少している中での健康診断のコスト削減と
学校指導要領の改訂に伴う各学校の授業時数を確保す
るために，現在の４会場（小学校）を２会場（市の公
的施設）に集約して実施する。

22 新規 保 健 体 育 課

41 道路伐採等委託の見直し
道路伐採等委託について，各路線における契約内容等
を見直して，委託料を節減する。

22 継続 建 設 課

42
標準小作料改訂事業補助金の廃
止に伴う報償費の見直し

今後も標準額を設定するために委員会を開催するが，
委員の報償費を減額して経費節減を図る。
（これまで同様，３年に１回の開催）

24 新規 農 業 委 員 会

43 補助金総額の抑制
すべての市単独補助金について，その必要性等を再検
討し，継続して見直しを行う。

22 継続 関 係 各 課

⑤補助金・負担金の見直し

　「客観的に認められる公益上の必要がある場合において，自助努力をもってもなお不足する分を補助する」
という補助金交付の原則に立ち戻り，継続して見直しを行う。
　また，市が加入している各種団体の負担金についても，他の加入団体と連携をとりながら，積極的に見直し
を行う。
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44 負担金総額の抑制
市が加入している各種団体の負担金について，他の加
入団体と連携をとりながら積極的に見直しを行う。

22 継続 関 係 各 課

①施設の民営化

②指定管理者制度の導入

45
市立図書館の指定管理者制度の
導入

市立図書館の管理運営について，指定管理者制度の導
入を行う。

25 継続 文 化 課

③業務の民間委託

46
学校給食センターの給食調理業
務，配送業務の民間委託の実施

「施設等の民間委託推進計画」に基づき，給食調理員
等の配置転換を実施して，給食調理業務，配送業務を
団体委託する。

23 継続
学 校 給 食
セ ン タ ー

47
学校用務員業務の民間委託等の
推進

民間委託の方法や嘱託員化を含め検討し，学校用務員
の配置換えを実施する。

24 継続 教 委 総 務 課

48 マイクロバス運転手の嘱託員化
マイクロバスの運転業務と公用車の整備管理の嘱託員
化を推進する。

23 新規 総 務 課

49 へい死動物処理業務の委託化
国道事務所や県振興局と同様に，平日はもちろん土日
の対応を目指して，迅速に対応出来る民間業者への委
託化を図る。

23 新規 市 民 生 活 課

50 ハチ駆除業務の民間あっせん
業務のスリム化や職員の安全面を考慮し，市民からの
ハチ駆除依頼については，専門業者へのあっせんを行
う。

23 新規 市 民 生 活 課

 ４　民間委託等の推進

　「枕崎市民間委託推進ガイドライン」を指針として，各施設やすべての事務事業等について総点検を行い，行政責
任の確保や住民サービスの維持向上に配慮しつつ，民間委託等により実施することが効率的・効果的なものについて
は，積極的かつ計画的に民間委託等を推進する。

⑥単独扶助費の見直し
　
　少子高齢化の進行や国の諸制度の改正などに伴い，扶助費についての市の負担は増高傾向にあるが，聖域化
することなく，社会的公平性や利用者の負担割合などを勘案して，国･県の基準に上乗せした事業や市単独で
の事業の抑制を行う。
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51
業務見直しによる業務委託等の
推進

職員の業務見直しを行い，委託，嘱託員化を推進す
る。

22 継続 関 係 各 課

52
定員適正化計画に基づいた定員
管理の適正化

定員適正化計画の数値目標に基づいて，職員数の削減
を行う。

22 継続
総 務 課
関 係 各 課

53 市長等給与の削減 市長等特別職の給与を削減する。 22 継続
総 務 課

54
市議会議員の定数削減による議
員報酬の削減

平成23年５月から市議会議員の定数を２名削減の16名
とし，議員報酬総額を削減する。

23 新規 議 会 事 務 局

55 市議会議員報酬の削減
平成22年４月１日から平成23年３月31日まで，議員報
酬月額を２％削減する。

22 新規 議 会 事 務 局

56
各種委員会委員の報酬等の見直
し

各種委員会委員の報酬等については，委員会の開催時
間等を勘案しながら見直しを行う。

22 継続
総 務 課
関 係 各 課

57 職員給料月額を2％～7％カット
平成22年４月１日から平成24年３月31日まで，職員の
給料月額を級別に２％～７％カットする。

22 継続 総 務 課

58 管理職手当の削減
課長等管理職手当の支給割合を削減する。
（管理職手当の60％をカット）

22 継続 総 務 課

59
永年勤続表彰に係る特別昇給の
見直し

永年勤続表彰に係る特別昇給のうち，30年勤続に
ついては平成22年４月から廃止し，20年勤続につ
いても廃止する方向で取り組む。

22 継続 総 務 課

60 住居手当の見直し
持ち家に対する住居手当については，国に準じて廃止
する方向で取り組む。

24 継続 総 務 課

 ５　組織機構の見直し
　
　 新たな行政課題や多様化する住民ニーズに即応しながら全体的な組織機構のスリム化を図り，簡素で効率的な組
織機構の構築に向けて取り組む。

 ７　職員給与等の適正化
　
　 国において進められている公務員制度改革の性格や内容を踏まえるとともに，人事院勧告や県の勧告も重視し，
また，民間企業などとの均衡を図りながら，市民の理解が得られる給与制度等の適正化を目指す。

 ６　定員管理の適正化
　
　「定員適正化計画」に基づき，スクラップ・アンド・ビルドの徹底や民間委託等の積極的な推進，さらに，行政の
守備範囲を見直す中での市民協働の推進などにより，新規職員採用の抑制等を行ないながら計画的な職員定数の削減
に取り組む。
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61
夜間の街灯点検調査業務の見直
し

夜間に職員が行う街灯点検業務を見直し，地域住民や
職員から異状を通報する体制に切り替えることで，時
間外勤務手当の削減と業務の効率化を図る。

22 新規 建 設 課

62 職員の福利厚生費補助の見直し
職員の人間ドック補助について，見直す方向で取り組
む。

23 継続 総 務 課

63 職員の接遇の向上
平成19年度に作成した職員向けの「接遇ハンドブッ
ク」等も利用しながら，引き続き接遇研修を年次的に
行う。

22 継続 総 務 課

64
職務専念義務免除取扱いの見直
し

夏季休暇等の職務専念義務免除の取扱いについてさら
なる見直しを推進する。

23 継続 総 務 課

65
人事異動に係る希望申告制度の
導入

職員の勤労意欲の喚起の観点から，人事異動に係る希
望申告制度を導入する。

25 継続 総 務 課

66
職員を対象としたパソコン研修
の実施

職員のパソコン技術の向上による事務の効率化を目的
とした職員研修を実施する。

22 継続
総 務 課
企 画 調 整 課

67
意見公募手続き（パブリックコ
メント）の創設

ホームページ上の整備等を進めるとともに，意見公募
手続（パブリックコメント）実施要綱を制定し，意見
公募手続の制度化を図る。

22 新規 企 画 調 整 課

68
新地方公会計制度に基づく財務
諸表４表の作成及び公表

「総務省方式改訂モデル」により，平成22年度は市全
会計の連結ベースでの財務諸表４表の作成・公表を行
い，平成23年度からは，土地開発公社・第三セク
ター・一部事務組合まで加えた連結ベースでの財務諸
表４表の作成・公表を行うことで，財政運営における
一層の透明性や説明責任の確保を図る。

22 新規 財 政 課

69
情報公開制度における開示手数
料の見直し

開かれた行政を目指す上から，現在の開示手数料につ
いて見直しを行う。

23 新規 総 務 課

９　公正の確保と透明性の向上
　
　地方公共団体の自己決定権の拡大に伴い，行政の推進に当たっては，なお一層の市民への説明責任を果たし，市
民の監視のもとに公正の確保と透明性の向上を図る。

 ８　人材育成の推進

　「枕崎市人材育成基本方針」に基づき，総合的，計画的に職員の人材育成を推進し，全体の奉仕者として住民
サービスの向上に努めるとともに，国の公務員制度改革と連動した能力・成果主義を推進する。
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70 除籍・原戸籍の電算化

除籍・原戸籍の電算システムを導入し，現在の紙ベー
スから磁気ディスク保存への変更で，劣化や滅失を防
止するとともに，証明発行等事務処理の効率化と時間
短縮による住民サービスの向上を図る。

22 新規 市 民 生 活 課

71 医療費助成事務の電算化

重度心身障害者，ひとり親家庭等及び子ども医療費助
成事務の電算システムを導入し，住基，税・国保情報
及び児童扶養手当等との連携で,事務処理の効率化と
住民サービスの向上を図る。

23 新規 福 祉 課

72
市役所職員給与支払報告書の電
子データ化

職員給与支払報告書を電子データ化することで，事務
の効率化による入力作業の軽減と課税誤りを防止す
る。

24 新規 総 務 課

73
市税の電子申告受付サービスの
導入

市税の電子申告受付サービスを導入し，利用者の利便
性向上と課税事務の効率化を図る。

24 新規 税 務 課

74
市立図書館への電算システムの
導入

現在データ化されている蔵書データを活用して，市立
図書館への図書館電算システムの導入に取り組み，利
用者のサービス向上と事務処理の効率化を図る。

25 継続 文 化 課

➀水道事業会計

経営健全化対策の取組

➁市立病院事業会計

経営健全化対策の取組

11　企業会計等の経営健全化
　
　それぞれの会計の事業趣旨にのっとり，経営全般についての総点検による事務事業の見直しや民間委託等を推進す
るとともに，組織の簡素化や定員管理及び職員給与等についても一層の適正化を図り，独立採算を基本とした健全な
経営に取り組む。

10　電子自治体の推進
　
　情報セキュリティの確保に十分留意しつつ，行政手続のオンライン化の推進，住民基本台帳ネットワークシステ
ム，総合行政ネットワークシステムなどの活用によって住民サービスの向上を図るとともに，事務処理の電算化，電
算システムの改善を積極的に行うことにより，事務の効率化による職員数の削減などの行財政改革を推進する。

長期的展望に立って，安定した災害に強い水道施設の整備を進めていくとと
もに，組織の再編による適正規模の執行体制を確立し，様々な民間的経営手
法の積極的な導入や民間委託等の実施による経済性や効率性の向上など，徹
底した歳出削減を図った上で，収支バランスを考慮しながら適正な水道料金
への改定を含め，水道事業の独立採算を基本とした更なる経営の健全化・効
率化を進める。

枕崎市立病院改革プランに則り，継続的に安定した経営を行うために他の医
療機関とも連携を図りながら収益の向上を図る。また，必要経費の効率的な
執行により経費削減に努めるとともに，診療体制の充実や施設・設備等の整
備を推進しながら，市民に信頼される医療機関としての病院づくりに努め
る。
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➂公共下水道事業特別会計

経営健全化対策の取組

➀第三セクター

経営健全化対策の取組

➁土地開発公社

経営健全化対策の取組

12　第三セクター等の経営健全化

｢土地開発公社健全化計画」は平成22年度で完了するため，公社保有用地の
残高解消も含め，今後の土地開発公社の方向性について早期に検討を行う。
（財政課）

下水道使用料改定等による収入の確保や，処理施設等の長寿命化事業による
ライフサイクルコストの縮減，さらに，処理施設等運転管理業務を専門の管
理会社へ委託することによる維持管理費の削減等によって，健全な財政運営
を推進するとともに，整備事業については，引き続き早期完成に向けて計画
的に実施する。

国が策定した「第三セクター等の抜本的改革に関する指針」に基づき，本市
においても第三セクターの健全経営に向けて，運営の指導監督等に積極的に
取り組む。
なお，次の三つの第三セクターについては，経営改善計画の策定など積極的
な経営改善等に連携して取り組む。

・㈶南薩地域地場産業振興センター（水産商工課）
・南薩エアポート㈱（企画調整課）
・㈱枕崎お魚センター（水産商工課）


